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青森市消防団員等公務災害補償条例（平成十七年条例第二百二十八号）新旧対照表 

改正後 改正前 

（補償基礎額） （補償基礎額） 

第五条 前条に規定する損害補償(以下「損害補償」とい

う。)は、療養補償及び介護補償を除き、補償基礎額を

基礎として行う。 

第五条 前条に規定する損害補償(以下「損害補償」とい

う。)は、療養補償及び介護補償を除き、補償基礎額を

基礎として行う。 

２ 前項の補償基礎額は、次に定めるところによる。 ２ 前項の補償基礎額は、次に定めるところによる。 

一 団員が公務により死亡し、負傷し、若しくは疾病

にかかり、又は公務による負傷若しくは疾病により

死亡し、若しくは障害の状態となった場合には、死

亡若しくは負傷の原因である事故が発生した日又は

診断により死亡の原因である疾病の発生が確定した

日若しくは診断により疾病の発生が確定した日(以

下「事故発生日」という。)において当該団員が属し

ていた階級及び当該階級に任命された日からの勤続

年数に応じて別表に定める額とする。 

一 団員が公務により死亡し、負傷し、若しくは疾病

にかかり、又は公務による負傷若しくは疾病により

死亡し、若しくは障害の状態となった場合には、死

亡若しくは負傷の原因である事故が発生した日又は

診断により死亡の原因である疾病の発生が確定した

日若しくは診断により疾病の発生が確定した日(以

下「事故発生日」という。)において当該団員が属し

ていた階級及び当該階級に任命された日からの勤続

年数に応じて別表に定める額とする。 

二 消防作業従事者、救急業務協力者若しくは水防従

事者又は応急措置従事者（以下「消防作業従事者等」

という。）が消防作業等に従事し、若しくは救急業

務に協力し、又は応急措置の業務に従事したことに

より死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は

消防作業等に従事し、若しくは救急業務に協力し、

又は応急措置の業務に従事したことによる負傷若し

くは疾病により死亡し、若しくは障害の状態となっ

た場合には、九千百円 とする。ただし、その額が、

その者の通常得ている収入の日額に比して公正を欠

くと認められるときは、一万四千二百円を超えない

範囲内においてこれを増額した額とする。 

二 消防作業従事者、救急業務協力者若しくは水防従

事者又は応急措置従事者（以下「消防作業従事者等」

という。）が消防作業等に従事し、若しくは救急業

務に協力し、又は応急措置の業務に従事したことに

より死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は

消防作業等に従事し、若しくは救急業務に協力し、

又は応急措置の業務に従事したことによる負傷若し

くは疾病により死亡し、若しくは障害の状態となっ

た場合には、八千九百円とする。ただし、その額が、

その者の通常得ている収入の日額に比して公正を欠

くと認められるときは、一万四千二百円を超えない

範囲内においてこれを増額した額とする。 

３ 〔略〕 ３ 〔略〕 

４ 〔略〕 ４ 〔略〕 

別表（第五条関係） 別表（第五条関係） 

補償基礎額表  補償基礎額表 

階級 勤務年数 

十年未満 十年以上二十

年未満 

二十年以上 

団長及び副

団長 

一二、五〇〇円一三、三五〇円 一四、二〇〇円

分団長及び

副分団長 

一〇、八〇〇円一一、六五〇円 一二、五〇〇円

部長、班長

及び団員 

九、一〇〇円 九、九五〇円 一〇、八〇〇円

 

階級 勤務年数 

十年未満 十年以上二十

年未満 

二十年以上 

団長及び副

団長 

一二、四四〇円一三、三二〇円一四、二〇〇円

分団長及び

副分団長 

一〇、六七〇円一一、五五〇円一二、四四〇円

部長、班長

及び団員 

八、九〇〇円 九、七九〇円一〇、六七〇円

 

備考 備考 

一 〔略〕 一 〔略〕 

二 〔略〕 二 〔略〕 

 


